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予防接種に関する主な審議会・検討会等について

国立感染症研究所
役割：サーベイランス、国家検定 等

厚生科学審議会感染症分科会

インフルエンザワクチン需要検討会

日本脳炎に関する小委員会

ワクチン評価に関する小委員会

麻しん対策推進会議

結核部会

ワクチン産業ビジョン推進委員会

薬事・食品衛生審議会薬事分科会

予防接種後副反応報告・健康状況調査検討会

医薬品医療機器
総合機構

役割：承認審査関連業務、安全対策
業務、健康被害救済業務

予防接種部会

疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会

感染症部会

医薬品等安全対策部会

医薬品第二部会

副作用・感染等被害判定部会

・・・常設のもの

・・・それ以外のもの

厚生労働省



審議会・検討会等の設置の推移

審議会・検討会等名

◇公衆衛生審議会感染症部会予防接
種問題小委員会

◇予防接種に関する検討会

◇厚生科学審議会感染症分科会
予防接種部会

◇麻しん対策推進会議

◇ワクチン産業ビジョン推進委員会

◇インフルエンザワクチン需要検討会

◇予防接種後副反応報告・健康
状況調査検討会

◇疾病・障害認定審査会感染症・
予防接種審査分科会

H6 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

◇薬事・食品衛生審議会薬事分科会



公衆衛生審議会 （現 厚生科学審議会）

目的

根拠

○公衆衛生審議会

厚生省設置法（昭和２４年法律第１５１号）、公衆衛生審議会令（昭和５

３年政令第１８５号）

公衆衛生審議会感染症部会予防接種問題小委員会

予防接種のあり方について必要な検討を行うことを目的とする。



予防接種制度を取り巻く重要な課題について検討し、今後の予防接種制度の在り方に
ついて必要な検討を行うことを目的とする。

予防接種に関する検討会

目的

根拠

予防接種法の一部を改正する法律（平成１３年法律第１１６号）附則第２条に規定する
施行後５年を目途に検討を加える旨の規定を受けて、厚生労働省健康局長の私的検討
会として設置

成果

平成１７年３月 中間報告を取りまとめ

○中間報告を踏まえ、麻しん及び風しんの２回接種制度の導入及び

日本脳炎第３期接種の廃止に関する政令及び省令の一部改正を実

施

平成１８年３月 麻しん及び風しんの予防接種のあり方について審議

○当該審議を踏まえ、経過措置（施行前に麻しん及び風しんの単抗原

ワクチンを接種した者を第２期の対象としない）の削除並びに麻しん

及び風しんの単抗原ワクチンを接種液として追加する政令及び省令

の一部改正を実施



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する重要事項を調査審議する
こと。

厚生科学審議会 感染症分科会

目的

設置根拠

○厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号）

○厚生科学審議会令（平成１２年政令第２８３号）

厚生科学審議会感染症分科会

結核部会

予防接種部会

感染症部会

予防接種に関する重要事項を調査審議する

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する重要事項を調査審議する

結核の予防及び結核の患者に対する医療に関する
重要事項を調査審議すること



予防接種法に基づき定期の予防接種又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかか
り、障害の状態となり、又は死亡した場合において、当該疾病、障害又は死亡と当該予
防接種との間の因果関係の有無について、医学的・法律的な側面から審議を行う。

疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会

目的

設置根拠

○厚生労働省組織令（平成１２年政令第２５２号）

○疾病・障害認定審査会令（平成１２年政令第２８７号）
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申請① 進達④ 進達⑤ 諮問⑥

調査指示②

通知⑩ 通知⑨ 通知⑧ 答申⑦

報告③

事務の流れ



予防接種後の被接種者の健康状況の変化についての情報を収集し広く国
民に提供すること及び今後の予防接種行政の推進に資すること等を目的とし
ている。

予防接種後副反応・健康状況調査検討会

目的

設置根拠

厚生労働省健康局長の私的検討会

成果

厚生労働省に報告された副反応報告や健康状況調査を検討会において評
価し、報告書を作成、公表することにより、国民が正しい理解の下に予防接種
を受けることができるよう適正かつ最新の情報を広く国民及び医療機関等に提
供する。



「麻しんに関する特定感染症予防指針」に基づく施策の評価・見直しに係る提言等を
行う。

麻しん対策推進会議

目的

根拠

麻しんに関する特定予防指針（平成１９年厚生労働省告示第４４２号）

成果

１ 接種の促進に関する通知
（１）個人通知の徹底、学校機関等との連携の強化、未接種者及び既罹患者の確認調査を

行った上での積極的な勧奨（２０年６月２７日付け）
（２）夏休み期間を活用した接種の勧奨（２１年７月１５日付け）
（３）教育機関と連携した接種の勧奨（平成２２年３月８日付け）

２ 各種ガイドラインの策定
（１）学校における麻しん対策ガイドライン（平成２０年３月）
（２）都道府県における麻しん対策ガイドライン（平成２０年３月）
（３）医療機関での麻しん対応ガイドライン（平成２０年１月感染症情報センター）
（４）麻しん排除に向けた積極的疫学調査ガイドライン（平成２０年１月感染症情報センター）



薬事法、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法等の規定により審議会の権限
に属させられた事項を処理する。

薬事・食品衛生審議会 薬事分科会

目的

設置根拠

○厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号）

○薬事・食品衛生審議会令（平成１２年政令第２８６号）

薬事・食品衛生審議会薬事分科会

医薬品等安全対策部会

医薬品第二部会

副作用・感染等被害判定部会

生物学的製剤等の承認等

医薬品の市販後の安全対策

医薬品の副作用等による被害の救済給付
に関する医学薬学的判定

（ワクチンに関連するもののみ掲載）



１．ワクチン産業ビジョン推進委員会ワーキンググループ設置（平成１９年１０月）
ワクチン産業ビジョン推進委員会ワーキンググループ検討とりまとめ（平成２０年３月）

２．複数の研究機関による、ワクチン開発研究機関協議会発足 （平成１９年１１月）

３．ワクチンメーカーと国内外大手企業との連携

（例：（学）北里研究所と第一三共（株）との連携【平成２０年１２月】、（財）化学及血清療法研究所
とグラクソ・スミスクライン（株）との連携【平成２１年９月】）

４．ワクチン産業ビジョン推進委員会混合ワクチン検討ワーキンググループ設置（平成２１年２月）

５．平成２１年度新型インフルエンザワクチン開発・生産体制整備臨時特例交付金

６．感染症予防ワクチンの非臨床試験ガイドラインについて（平成２２年５月２７日付審査管理課長通知）

ワクチン産業ビジョンに掲げられた事項の着実な推進に資するための情報交換・討議

ワクチン産業ビジョン推進委員会

目的

ワクチン産業ビジョン（平成１９年３月策定）推進のための厚生労働省医薬食品局長の私
的検討会として設置

成果

根拠



１ 毎年のインフルエンザワクチンの安定供給に関する通知

（１）インフルエンザワクチンの安定供給対策について（例年７月ごろ。昨年度は平成２１年７月
２８日付け３課長通知）

（２）インフルエンザワクチンの安定供給の状況と対策について（例年１０月ごろ。昨年度は
発出せず。）

次シーズンに向けて、インフルエンザワクチンの需要を予測すること

インフルエンザワクチン需要検討会

目的

根拠

平成１１年シーズン時の需要の急激な増加に伴う不足が起こった状況を踏まえ、次シー
ズンに向けて、インフルエンザワクチンの需要をより的確に把握するための調査を行い、
需要を予測するための医薬食品局長の私的検討会として設置

成果


